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持続可能な公共交通･社会の実現へ
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ネクスト･モビリティ株式会社
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会社概要
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①⾃主商業運⾏事業【道路運送法4条乗合】
福岡県東区アイランドシティ｜⻄⽇本鉄道株式会社と合
同で運営

②事業者･⾃治体向けソリューション提供事業
AIオンデマンド交通関連システムの提供・運⾏関連コンサ
ルティング、公共ライドシェア導⼊⽀援、⾞両調達⽀援、
公共交通ネットワーク評価再編等⽀援

• ⽇本最⼤級のバス事業会社 / 交通全般の事業経営ノウハウを所有
• 現場の運⾏体制構築・関係者合意形成まで⼀気通貫でサポートが可能 • 総合モビリティサービス提供可能な体制を構築

出資 出資

会社名

設 ⽴

所在地

資本⾦

代表者

ネクスト・モビリティ株式会社

2019年3⽉8⽇

福岡本社/東京事務所/⼤阪事務所

4億2,400万円（資本準備⾦含む）

社 ⻑ ⽇髙 悟 【兼務】⻄⽇本鉄道㈱ 未来モビリティ部 部⻑
副社⻑ ⼩⽥垣 曜 【出向】三菱商事

事業
内容

共同事業
契約

AIオンデマンド交通⾃主運⾏を通じて培ったノウハウを活かし、
全国の地域・事業者様に対してノウハウ含むソリューションを提供
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サービス続々拡⼤中
全国66箇所で実績あり
(展開準備中12箇所含む)

導⼊実績

※⼤阪メトロはサポート終了
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運⾏開始 導⼊エリア

■ 近畿
● 2021.03〜 ⼤阪メトロ（⼤阪府）※

● 2022.01〜 桑名市（三重県）

● 2023.07〜 広陵町（奈良県）

● 2024.01〜 志摩市（三重県）

● 2024.10〜 南海電気鉄道(⼤阪府)

● 2024.11〜 丹波篠⼭市 (兵庫県)

● 2024.11〜 宝塚市（兵庫県）

● 2024.11〜 四⽇市市（三重県）

● 2024.12〜 箕⾯市 (⼤阪府)

■ 中国・四国
● 2023.04〜 松江市（島根県）

● 2024.01〜 徳島市（徳島県）

● 2024.10〜 広島電鉄(広島市)

● 2024.12〜 ⾚磐市（岡⼭県）

● 2025.01〜 境港市（⿃取県）

● 2025.02〜 ⿊潮町（⾼知県）

● 2025.12〜 （広島県）

運⾏開始 導⼊エリア

■ 九州
● 2019.04〜 アイランドシティ(福岡県）

● 2020.06〜 壱岐南（福岡県）

● 2021.03〜 宗像市（福岡県）

● 2022.10〜 古賀市（福岡県）

● 2023.02〜 宇美町（福岡県）

● 2023.03〜 TaKuRoo（熊本県）

● 2023.10〜 ⼩郡市（福岡県）

● 2024.01〜 東峰村（福岡県）

● 2024.02〜 宮崎交通（宮崎県）

● 2024.03〜 志免町（福岡県）

● 2024.10〜 みやま市(福岡県)

● 2024.10〜 益城町（熊本県）

● 2024.10〜 鞍⼿町（福岡県）

● 2025.01〜 ⽞海町 (佐賀県)

● 2025.01〜 筑紫野市（福岡県）

● 2025.04〜 南種⼦町（⿅児島県）

● 2025.10〜 （福岡県）×4

● 2025.10〜 （宮崎県）

● 2025.10〜 （熊本県）

● 2026.1〜 （沖縄県）

実証⇨本格&拡⼤運⾏で利⽤者増加中

北海道

⻘森

岩⼿

宮城

秋⽥

⼭形

福島

茨城

栃⽊
群⾺

埼⽟
千葉東京

神奈川

新潟

富⼭
⽯川

福井
⼭梨

⻑野

岐⾩

静岡愛知

三重

滋賀京都

⼤阪

兵庫

奈良

和歌⼭

⿃取

島根
岡⼭

広島

⼭⼝
徳島

⾹川

愛媛⾼知福岡
佐賀

⻑崎
熊本

⼤分

宮崎

⿅児島

沖縄

運⾏開始 導⼊エリア

■ 北海道/東北
● 2022.10〜 喜多⽅市（福島県）

● 2022.11〜 会津美⾥町（福島県）

● 2023.11〜 名寄市（北海道）

● 2024.10〜 美唄市（北海道）

● 2025.01〜 ⽮吹町（福島県）

● 2025.10〜 （北海道）

● 2026.01〜 （福島県）

■ 関東
● 2023.10〜 川崎鶴⾒臨港（神奈川県）

● 2023.10〜 松⽥町（神奈川県）

● 2023.11〜 ⿓ケ崎市（茨城県）

● 2023.11〜 常陸⼤宮市（茨城県）

● 2023.12〜 調布市（東京都）

● 2024.06〜 神奈川中央交通（神奈川県）

● 2025.01〜 東海村（茨城県)

● 2025.01〜 ⽇野市（東京都）

● 2025.10〜 （栃⽊県）

■ 中部
● 2020.11〜 塩尻市（⻑野県）

● 2022.11〜 安曇野市（⻑野県）

● 2023.10〜 三条市（新潟県）

● 2023.10〜 射⽔市（富⼭県）

● 2023.10〜 松本市（⻑野県）

● 2023.12〜 津幡町（⽯川県）

● 2024.01〜 笛吹市（⼭梨県）

● 2024.02〜 富⼠市（静岡県）

● 2025.02〜 韮崎市（⼭梨県）

● 2025.02〜 ⿂沼市（新潟県）

● 2025.10〜 （⼭梨県)
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⽉間利⽤者の推移

●⾃主運⾏事業 ●⾃治体事業主体 ●⺠間事業主体

⽉間利⽤者
11万⼈突破



Next Mobility Co., Ltd. , Proprietary and Confidential

複数⾃治体の共同化取り組みとして奥能登地域AIデマンド交通導⼊を⽀援中

共同化・協業化の推進 ｜ 複数⾃治体の共同化プロジェクト
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ネクスト･モビリティ
能登地域運輸事業者様
（市内事業者も想定）運

⾏
業
務

%
&
'
(

新組織

運⾏業務委託

運賃収受 運⾏実施

⽯川県&
対象⾃治体︓能登町/⽳⽔町/輪島市/珠洲市

デマンド/タクシー配⾞/ライドシェア運営委託・補助

システム・サポート提供
⼈材派遣

奥能登地域での取り組み

デマンド交通 タクシー ライドシェア

【将来構想イメージ】

ü 奥能登地域でAIデマンド交通の共同導⼊・運営体制構築
ü 今後、広域運営組織の設⽴を進め、タクシー・ライドシェア
等の複数交通モードの共同化による効率化を⽬指す

共通化・協業化の期待成果

システム
構築

電話受付

その他

システム
構築
電話受付

その他

個別調達 共同調達

最⼤

50%減

【システム調達の共通化】
ü イニシャルコストは各⾃治体個別調達時と⽐較し、導⼊・
構築コスト低減を実現。ランニング費も低減⾒込み。

• 左図は「イニシャル費」の概略図
• 弊社標準価格⾒積との⽐較
• その他内訳は乗降拠点・リーフ
レット等

• ⾞両調達費含まず

【組織⽴上・運営効率化】
ü 新組織⽴上で運営効率化・⼈材育成を⽬指す中、弊社
専⾨⼈材を現地派遣し、推進を⽀援

・AIデマンド交通事業経験
・運⾏管理資格保持者

推進⽀援
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AIデマンド交通の導⼊合意形成や改善にデータ活⽤に加え、他交通・分野連携にも活⽤取り組み中

データ利活⽤の取り組み
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導⼊・本格運⾏化の合意形成⽀援 横⽐較による適切なKPI設定・改善 他交通・他分野連携

ü⼈流/既存交通データを活⽤し、AIデマ
ンド交通導⼊地域の⽐較・意思決定

ü利⽤実績踏まえた本格運⾏・拡⼤検討

【静岡県A市事例】

⼈流データを活
⽤し、市内５エ
リアからAIデマン
ド実証運⾏地
域を選定

AIデマンド運⾏
計画や拡張計
画に反映

ü導⼊該当エリアの分析・改善に加え、
全地域を統⼀指標で⽐較することで、
適切なKPI設定や改善策実⾏に活⽤
【福岡県下の類似地区⽐較】

利⽤促進活⽤例
登録者・初回利⽤転換率・⽉間平均利⽤回
数等のKPI設定/課題特定/施策実施

供給⼒改善例
乗合システム設定/追加機能導⼊の検討
運⾏⽅式の⾒直し

ü鉄道・路線バスとの接続性向上に向け
た課題抽出

ü商業施設連携への提案活⽤
【路線バス乗り継ぎ促進】

【協賛獲得】福岡市⻄区
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住⺠のQOL向上等の社会課題への貢献可能性についても調査を実施。街の魅⼒向上に向けた連携推進。

（参考）社会的インパクト評価
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■社会的インパクト評価レポート ※株主三菱商事（株）と連携し、⻑野県塩尻市・福岡県宗像市に協⼒頂き実施
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課題・提⾔

現場での課題認識

事業者・⾃治体における⽇常的なデータ利活⽤
（公共交通の健康診断）

Ø交通データが⽇常的に利⽤されいない事例が多数
Ø結果、再編議論時にデータクレンジング・読み解きに多⼤な
⼯数が発⽣し、外部コンサル⽀援の必要性が⾼い

提⾔

利活⽤プロセスの標準化・簡易化
Ø軽量・運⽤負荷の低いデータ取得・活⽤環境の整備

円滑化に向けた国の⽀援体制
Ø交通事業者の協⼒事項・範囲としてデータ提供明⽰
Ø交通会議の費⽤負担を補助⾦で整理

持続的運営に向けたコスト負担
ØAIデマンド交通等の新交通導⼊において、導⼊構築費⽤は国
庫補助が活⽤できるが、ランニングは⾃治体負担

Ø参画⾃治体数とシステム調達共同化効果は連動する為、広
域連携推進には複数⾃治体が参画し易い⽀援が望ましい

新交通定着に向けた財政⽀援
Ø個別⾃治体が参画を促す為のランニング補助の実施
（定着までの運営補助/複数⾃治体での補助⾦受給など）

重複業務の発⽣
Ø複数⾃治体での事業共同化・協業化を進める上で、交通
会議⼿続きは各⾃治体毎等の⼿続きの重複化が発⽣

⼿続き等の共同化の実施
Ø広域エリアの⾃治体での計画策定・⾒直し、補助事業者申
請、交通会議協調⼿続きなどの共同化を推進


